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○鏡野町自主防災組織活動支援事業補助金交付要綱 

平成27年10月19日 

告示第51号 

(趣旨) 

第1条 町長は、町内の自主防災組織の活動を支援するため、予算の範囲内において、鏡野

町補助金等交付規則(平成17年鏡野町規則第47号。以下「規則」という。)及びこの要綱に

基づき、自主防災組織に補助金を交付する。 

(補助対象者) 

第2条 補助対象者は、鏡野町自主防災組織認定要綱(平成18年鏡野町訓令第64号)に基づき

町長が認定した団体とする。 

(補助対象事業及び補助額) 

第3条 補助の対象は、別表第1に掲げる事業を行った自主防災組織に対して助成する経費

とする。 

2 補助金の額は、別表第1に掲げる事業(以下「補助対象事業」という。)に要する経費のう

ち、別表第2に掲げる交付の制限及び補助額とし、1,000円未満の端数は切り捨てるもの

とする。 

(交付申請) 

第4条 自主防災組織の代表者(以下「代表者」という。)は、補助金の交付を申請しようと

するときは、町長が定める期日までに規則第3条の規定による補助金等交付申請書(様式第

1号)を町長に提出しなければならない。 

2 前項の書類のほか、補助対象事業の経費の内容が確認できる書類も提出しなければなら

ない。 

(交付決定) 

第5条 規則第4条の規定による補助金等の交付決定通知書(様式第2号)により代表者へ通知

するものとする。 

(変更等の申請) 

第6条 代表者は、補助対象事業の内容に変更し、中止し、又は廃止しようとするときは、

鏡野町自主防災組織活動支援事業変更(中止・廃止)承認申請書(様式第3号)及び事業実施計

画書等の当該変更が確認できる書類を添付して町長に提出し、承認を得なければならない。 

(変更等の承認) 

第7条 町長は前条の規定により、補助対象事業者から申請のあったときは、その内容を審
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査し承認すべきと認めたときは鏡野町自主防災組織活動支援事業変更(中止・廃止)承認通

知書(様式第4号)により補助対象事業者へ通知するものとする。 

(指示) 

第8条 代表者は、補助対象事業が所定の期間内に完了しない場合、又は当該事業の遂行が

困難となった場合は、速やかにその旨を町長に報告し、その指示を受けなければならない。 

(実績報告) 

第9条 代表者は、補助対象事業が完了したときは、規則第7条の規定による補助金等実績

報告書(様式第5号)を町長に提出しなければならない。 

2 前項の書類のほか、補助対象事業の実績の内容が確認できる書類も提出しなければなら

ない。 

(補助金の額の確定) 

第10条 規則第8条の規定による補助金の額の確定は、補助金等額の確定通知書(様式第6号)

により代表者へ通知するものとする。 

(補助金交付請求) 

第11条 規則第9条の規定により補助金の交付を請求しようとするときは、鏡野町自主防災

組織活動支援事業補助金交付請求書(様式第7号)を町長に提出しなければならない。 

(その他) 

第12条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項については、町長が別に定める。 

附 則 

この訓令は、公布の日から施行する。 

別表第1(第3条関係) 

事業名 事業内容 補助事業対象経費 

防災活動支援事業 自主防災組織が各種訓練等を実

施する事業 

・防災活動支援事業は各種訓練

等に係る経費に活用すること 

・防災資機材整備事業で購入す

る資機材は、防災活動支援事

業や実施する訓練に活用する

こと 

・交付申請時、補助対象者から

報償費、旅費、需要費、役務費、委

託料、使用料、賃借料、負担金、そ

の他経費(防災活動上有効なものと

して町長が必要と認めるもの)など 

防災資機材整備事業 街頭用消火器、消火器格納庫(取り付

け費含む)、バケツ、消火器薬剤、小

型動力ポンプ、ホース、放水補助器

具、発電機、自動体外式除細動器

(AED)、ヘルメット、バール、丸太、
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訓練計画書の提出があること 

・交付申請時、補助対象者から

訓練計画書の根拠となる見積

書その他資料等の提出がある

こと 

・実績報告時、補助対象者から

事業実施報告の提出があるこ

と 

・事業実施報告時に活動が確認

できる写真、資料の提出があ

ること 

掛矢、斧、鍬、もっこ、なた、ペン

チ、鉄線はさみ、ハンマー、一輪車、

ロープ、ゴムボート、ツルハシ、リ

ヤカー、ジャッキ、スコップ、エン

ジンカッター、テント、チェーンブ

ロック、チェーンソー、ウインチ、

救急箱、はしご、脚立、担架、防煙

マスク、毛布、のこぎり、ラジオ、

無線機器(簡易で携帯用のもの)、電

池メガホン、標識板、標旗、強力ラ

イト、発電機、給水タンク、緊急用

ろ水装置、飲料用水槽、炊飯装置、

簡易資機材倉庫、その他資機材(防災

上有効なものとして町長が認める資

機材)など 

別表第2(第3条関係) 

事業名 補助額(上限) 

基本額 加算額 

防災活動支援事業 30,000円以内 ― 

防災資機材整備事業 100,000円以内 1,000円(1世帯当たり)×世帯数 

※ 交付の制限は各団体毎年1回限りとする。 

※ 防災資機材整備事業に係る補助金は、交付を受けた年度の末日から3年間は交付申請

できないものとする。 
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様式第1号(第4条関係) 

様式第2号(第5条関係) 

様式第3号(第6条関係) 

様式第4号(第7条関係) 

様式第5号(第9条関係) 

様式第6号(第10条関係) 

様式第7号(第11条関係) 

 


